
大東市障害者相談支援事業業務委託にかかる質問 令和8年9月３０日作成

No 該当箇所 質問内容（原文のまま） 回答

1
仕様書　P3ー6

（１）配置職員

（常勤かつ専任者は１名以上とする。常勤かつ専任者は、計画相談支援及

び障害児相談支援の業務を年間計２０件程度可とする。）とあるが、専任と

いうのは相談支援事業所の業務以外の職務についても良いのでしょうか。

他の事業や法人の業務と兼務をしても良いのでしょうか。

「専任」とは、原則として当該委託相談支援業務を主な職務とすることを意味します。したがって、他事業の業務を常

態的に兼ねることは認められません。 ただし、本委託業務の遂行に支障が生じない場合に限り、同一法人が行う本

市内の他の相談支援業務（計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援、自立生活援

助）との兼務は妨げません。 ※なお、兼務を行う場合であっても、あくまで本委託業務が主たる業務となりますので、

適切な人員体制を確保し、委託業務の質や対応に支障が生じないようにしてください。

2 募集要項P1-3
業務履行期間について、以前は５年間でしたが３年間に変更された理由はあ

りますか。

近年の物価高騰や賃金動向をはじめとする社会情勢の変化から、 期間を3年と短縮することで、時代の変化や事

業実績に応じた適切な検証・見直しを行いやすくし、持続可能な事業運営を図ることを目的としています。

3 募集要項P８-ク 「真にやむを得ない理由がある場合」とありますが、例えばどんな場合ですか。

「真にやむを得ない場合」とは、応募者の責めに帰さない、予測不可能な不可抗力の事由を想定しています。 具体

例としては、大規模な地震や風水害等の自然災害により、利用予定であった公共交通機関が不通となった場合など

が該当します。 なお、単なる道路の渋滞や電車の遅延（一般的な遅延証明書が出る程度のもの）、その他個人

の予見可能性の範囲内にある事由については原則として含まれません。

4
募集要項P9-15

（1）

審査項目にある１－F「他の障害福祉サービスの実績」について、配点は事業

所の数が多いほど高得点になりますか。

本事業の選定に係る評価基準や配点の詳細については、公平な審査を担保するため、公表している事項以外はお

答えできません。募集要項等の記載事項に基づき、適切にご申請ください。

5 募集要項P10-16
履行内容について定期的な報告を行うものとする」とありますが、報告とは総合

支援協議会全体会で行う年度報告という認識でよろしいですか。

ご認識の総合支援協議会における報告（年1回）のほか、適切な事業運営及び実績確認のため、以下の報告等

を求めています。

【主な報告事項】

・相談支援事業活動実績報告書及び相談受付実績報告書（毎月提出）

・年間活動報告書（年1回提出）

※詳細な仕様や様式については、契約締結後に別途ご案内いたします。

6
実施要項P2-

（2）ウ

「大東市地域移行・定着ネットワーク会議への参画及び啓発」とありますが、同

会議の事務局機能を担うという認識でよろしいか。

本ネットワーク会議の事務局機能を常時担うというご認識については、必ずしも該当いたしません。 本事業における同

会議への関わり方としては、入所施設からの地域移行および病院からの地域移行を目的とした各会議への参画、な

らびに関連する啓発活動等を行っていただくことを想定しています。なお、会議の運営や支援体制に関する独自の工

夫や、これまでの実績を活かした取り組み等については、企画提案において各事業者様の裁量によりご提案いただくこ

とは差し支えありません。

7
仕様書　P3　６

（１）配置職員

（常勤かつ専任者は１名以上とする。常勤かつ専任者は、計画相談支援及

び障害児相談支援の業務を年間系２０件程度可とする。）について

①相談支援専門員は自立生活援助事業との兼務が認められており、相談支

援事業の特定事業所加算に置いても算定されていますが、自立生活援助事

業の兼務をしている者は、常勤かつ専任者には該当しますか。

②配置予定者は、令和９年４月１日時点においての雇用形態を記入すれ

ばよいですか。

①について 先の回答（№1）でお示ししたとおり、「専任」とは原則として委託相談業務を主な職務とすることを意味

しますが、当該業務の遂行に支障がない場合に限り、同一法人が行う本市内の自立生活援助事業等の相談支援

業務との兼務は妨げません。したがって、条件を満たしている場合は、常勤かつ専任者として配置して差し支えありま

せん。

②について 令和9年4月1日時点における雇用形態をご記入ください。なお、実際の業務履行にあたっては、提出さ

れた企画提案内容に基づき確実に従業者を配置していただくこととなりますのでご留意ください。

◎書類の名称について

　　・「大東市障害者相談支援事業業務委託－公募型プロポーザル募集要項－」➡「募集要項」という

　　・「大東市障害者相談支援事業業務委託仕様書」➡「仕様書」という

　　・「大東市障害者相談支援事業業務委託（様式集）」➡「様式集」という


